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１．背景と経緯   

我が国における廃棄物の適正処理を確保し、循環型社会を形成していくた

め、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃

棄物処理法」という。）においては、累次の改正により、排出事業者責任の徹

底、廃棄物処理業許可・廃棄物処理施設設置許可制度の整備、最終処分場対

策、有害な及び適正処理が困難である廃棄物への対策、不法投棄対策の徹底、

排出抑制の徹底、再生利用の促進等を図ってきたところである。 

  このような状況の中、平成９年に改正された廃棄物処理法が施行されてか

ら 10 年が経過し、平成９年改正法の附則及び平成 12 年以降の累次の改正法

の附則に基づき政府において施行状況について検討を加えることとされてい

ることを踏まえ、中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会に廃棄物処理制度

専門委員会を設置し、総合的な検討を行うこととされた。 

  廃棄物処理制度専門委員会においては、まず施策の施行状況の点検を行い、

これまでの適正処理対策により相当程度の効果はあったものの、廃棄物処理

の構造改革は未だ途上にあり、諸課題の解決に向けて今後更なる取組を検討

する必要があること、また、３Ｒ推進の取組については、個別リサイクル法

に基づく取組と相まって一定の効果があったものの、産業廃棄物の排出抑制

を促進する取組は必ずしも十分とはいえないとの評価を行った。また、累次

の改正において様々な仕組みを創設・強化してきたところであるが、実際に

運用した結果や状況の変化を踏まえて、改善・補充が必要なものもある。こ

れを受け、平成 20 年 12 月には、廃棄物処理政策において検討すべき論点を

整理した。 

  その後、廃棄物処理制度専門委員会において各論点について検討を行い、

以下のとおり検討結果を取りまとめたものである。 

 

 

２．基本的視点 

世界的な資源制約が顕在化しつつある昨今において、資源の採取や廃棄に

伴う環境への負荷を最小にする循環型社会を形成していく必要性が一層高ま

っている。また、低炭素社会との統合的展開を図っていく必要性も高まって

いる。他方で、今なお不法投棄を始めとする不適正処理は後を絶たず、排出

事業者責任が全うされているとは言い難い。また、廃棄物の排出量は高水準

で推移している一方で、最終処分場の新規立地難は解消されておらず、我が

国の将来における適正処理の受皿となる体制は十分とはいえない。こうした

状況の中で循環型社会への転換をより進めていくには、適正な循環的利用の

徹底を図った上でなお循環的利用が行われないものについては適正な処分が

確保されなければならず、加えて地域とのリスクコミュニケーションを図る

などにより廃棄物処理に対する国民の安心感・信頼感を高めていくことが重

要である。このため、適正処理の確保という観点から循環型社会の下支えと
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なるいわば土台の役割を主に担っている廃棄物処理制度について各論点を検

討するに当たっては、次のような視点に立って行うことが適当である。 

 

（１）適正な循環的利用の推進 

   持続可能な社会の構築に当たっては、環境と経済をともに向上・発展さ

せつつ、循環型社会形成推進基本法第７条の基本原則に従い、できる限り、

廃棄物の排出を抑制し、廃棄物となったものについては再使用、再生利用、

熱回収の順に循環的な利用を行うことにより廃棄物の減量化を進めること

が重要である。その際、経済状況の影響を受けて資源の価値が大幅に変動

することもあることも踏まえ、不適正処理の防止に十分配慮すべきである。 

 

（２）排出事業者責任の充実 

産業廃棄物の処理に当たっては、排出事業者が自ら行う（以下「自ら処

理」という。）場合と、排出事業者が廃棄物処理業者等へ委託して行う（以

下「委託処理」という。）場合があるが、委託処理の場合であっても、排出

事業者が最終処分まで含めてその一連の行程における処理が適正に行われ

ることの責任を負うこととされており、この原則は産業廃棄物の確実かつ

適正な処理の確保のために重要である。自ら処理における不法投棄等不適

正処理が多発している状況を踏まえ、自ら処理と委託処理のいずれにおい

ても適正処理が確保されるようその担保措置についても偏りのない制度と

する必要がある。 

 

（３）処理業者による適正処理の確保 

適正処理が確保されるためには、まずは不適正処理業者の排除を徹底し

ていくとともに、適正に処理する業者が、不適正な処理を安価で行う者よ

りも優位に立つことができるようにすることが求められる。このため、産

業廃棄物処理を委託する際には、より優良な処理業者が選ばれるよう排出

事業者等の意識の醸成を一層図っていくとともに、適正に処理する業者が

円滑に事業活動を行えるよう、不適正処理を招くことにならないよう配意

しつつ、合理的な制度とする必要がある。 

 

（４）現場での機動的な対処を重視した仕組みづくり 

廃棄物の不適正処理の未然防止・拡大防止を図るため、行政処分の対象

を拡大するなど、強化してきた規制の実効性を更に高めることにより、権

限を有する地方自治体が可能な限り迅速に対処できる仕組みとするととも

に、産業廃棄物が全国的に移動し広域処理が行われていることにかんがみ、

法制度を統一的に運用していくことが求められる。 
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３．制度見直しの主な論点  

 

（１）排出事業者責任の強化・徹底 

  ① 現状と課題 

    排出事業者は、自ら処理か、委託処理かを選択することができ、自ら

処理する場合には産業廃棄物処理基準の遵守、委託処理の場合には委託

基準、産業廃棄物管理票（以下「マニフェスト」という。）制度の遵守な

ど、それぞれ、排出事業者責任を担保するための制度改正が順次行われ

てきた。 

    こうした制度改正を受け、排出事業者責任を果たすための取組が進展

しているものの、自ら処理による不適正処理や、自ら処理には処理業許

可が不要であり監視の目が十分行き届かないことに乗じ自ら処理と称し

た不法投棄等の不適正処理が今なお多く発生している。こうした事態の

発覚の遅れや、不適正処理を行っている処理業者に対する委託を継続す

る行為が、生活環境保全上の支障の大規模化を招いている。 

このため、自ら処理については委託処理と比較して責任担保策にバラ

ンスを欠く部分があること、また、委託処理については最終処分まで含

め適正処理を確保することに係る排出事業者の責任が全うされることが

確実となっていないことを踏まえ、実体規定を改善していくことが必要

である。さらに、そもそも誰が排出事業者責任を有するのかが客観的に

不明確である場合、責任を有する者を確定させるまでに時間を要し、不

適正処理の拡大を防止できないという問題があるため、不適正処理の未

然防止を図り、不適正処理がなされている場合には迅速に対処し得る制

度を整備していくことが強く求められている。また、昨今の経済不況下

においては、排出事業者が廃棄物処理の適正な対価を負担することが徹

底される必要性が一層高まっている。 

 

  ② 見直しの方向性  

  （ア） 適正な自ら処理の確保 

廃棄物処理業者及び許可が必要な産業廃棄物処理施設で処理を行う排

出事業者には、帳簿の作成及び保存が義務付けられているが、許可施設

以外で処理を行う排出事業者も、適正な処理の確保のため処理の状況を

記録する必要があるため、帳簿の対象となる範囲を明確にした上で、帳

簿の作成及び保存を求めるべきである。 

また、排出事業者が自ら廃棄物を保管する場合、現行法では都道府県

等は網羅的に把握することができず、外観上不適正な状態が発覚してか

ら事後的対応をとることとなる。不適正な状態の拡大を防止するには、

廃棄物の不適正な保管を早期に発見できるようにすることが必要であり、

排出事業者自らが排出事業所の外部に搬出して保管するなどの場合には、
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届出制等を設けてその保管場所をあらかじめ都道府県等が把握するべき

である。 

 

  （イ） 適正な委託処理の確保 

排出事業者が処理を委託した場合の適正処理を確保する方策としてマ

ニフェスト制度があるが、まずはマニフェストの交付を徹底した上で、

マニフェストの写しが一定期間内に送付されない又は虚偽記載があるな

どのマニフェスト義務違反に対して都道府県等が迅速に確認し対処でき

る仕組みを設けるべきである。特に、紙マニフェストの場合には、排出

事業者は、運搬又は処分の受託者から送付されたマニフェストの写しに

ついては保存義務があるが、交付したマニフェストについては法律上の

保存義務がなく、交付したマニフェストが保存されていなければそれぞ

れを照合して違反の有無の確認が困難であるため、まずは、排出事業者

が交付したマニフェストの保存を義務付けるべきである。なお、電子マ

ニフェストについては更なる普及を促進するべきであるが、その義務化

の必要性については、尐量・尐頻度の排出事業者の費用負担等も踏まえ

継続的に検討するべきである。また、国及び情報処理センターは、電子

マニフェストの利便性の向上に向け、システム改善等を図っていくべき

である。 

また、排出事業者は最終処分が終了するまでの一連の処理行程におけ

る処理が適正に行われるために必要な措置を講じなければならないとい

う義務を有しているが、その措置の実効性を高める観点から、排出事業

者及び中間処理業者は、委託した処理が委託契約書に沿って適切に実施

されていることを定期的に確認するべきである。その方法としては、実

地に確認することや産業廃棄物処理業者による情報提供等により確認す

ることなどが考えられ、排出事業者が直接委託していない処理（例えば、

中間処理後の最終処分）に関しては原則として直接委託した者が確認し

排出事業者はその結果を確認すればよいとすることが考えられる。 

さらに、不適正処理若しくは異常等が発生した又は行政処分を受け処

理を継続してはならない状況にある受託者は排出事業者に速やかに連絡

をし、排出事業者は当該連絡を受けた場合は必要な措置を講じるものと

するべきである。 

 

  （ウ） 排出事業者の明確化 

建設系廃棄物については、排出場所が一定でないことや、建設工事の

請負形態によっては排出事業者の特定が困難な場合があり、中にはこれ

を悪用して自ら処理であると称した無許可での不適正処理が行われてい

ることがあるため、元請業者を一律に排出事業者とするなど排出事業者

に該当する者が明らかになるようにするべきである。なお、この考え方
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の下に、下請業者に対する元請業者の廃棄物処理法上の適正処理に関す

る監督の在り方についても検討すべきである。 

 

（２）廃棄物処理業の許可制度の整備と優良化の推進 

  ① 現状と課題 

    廃棄物処理法においては、適正な処理を担保する手段として廃棄物処

理業に係る許可制度が設けられており、一般廃棄物処理業については市

町村長の許可、産業廃棄物処理業については都道府県知事又は政令市の

長の許可が必要とされている。これは、自ら利用できず他人に有償で売

却できないために不要となったものであるという廃棄物の特性上、その

取扱いを自由に行えるとした場合にぞんざいに扱われ生活環境の保全と

いう公益に支障を生ずるおそれがあるためであり、許可基準や処理基準

への適合性は厳正に確認し、不適合と判断される場合には迅速に対処す

ることが極めて重要である。他方で、適正な処理業者の事業活動を阻害

しないよう、それらの手続は合理的なものとすることが必要である。 

    また、排出事業者が産業廃棄物の処理を委託する際により優良な産業

廃棄物処理業者を選択することにより、不適正処理リスクを低減し、信

頼できる産業廃棄物処理体制を構築していくことが求められている。 

 

 ② 見直しの方向性 

  （ア） 許可基準の明確化及び合理化 

    産業廃棄物処理業者又は産業廃棄物処理施設設置者の許可の基準の一

つに、産業廃棄物の処理若しくは施設の設置及び維持管理を的確に、か

つ、継続して行うに足りる経理的基礎を有することが必要とされている

が、許可審査に当たりどのような書類に基づきどこまで審査すべきかが

不明確な部分があるため、判断基準やその手続をより明確にするべきで

ある。 

    また、廃棄物処理業及び廃棄物処理施設設置の許可における欠格要件

については、産業廃棄物処理業等の許可取消件数は未だ高水準にあるこ

と、廃棄物事犯の検挙事件数は増加傾向にあること、加えて廃棄物処理

法違反で検挙された暴力団（構成員及び準構成員）の人員は未だ減尐傾

向に無いことなどを踏まえると、産業廃棄物処理業界の健全化等が図ら

れたものと見ることができる状況には至っていない。このため、許可取

消しの一部裁量化や施設設置許可における欠格要件廃止等の欠格要件の

体系を大きく見直すことができる段階には至っていないが、経営の大規

模化、多角化、経営連携化などの産業廃棄物処理業界を取り巻く状況変

化があることから、許可取消しの無限連鎖を一次連鎖で止めるとともに、

一次連鎖の起こる場合についても、許可取消原因が廃棄物処理法上の悪

質性が重大な場合に限定するべきである。 
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  （イ） 処理基準の適正化 

産業廃棄物の処分に当たっての保管に関しては、保管基準として、保

管の方法、保管期間、保管数量に関する基準が定められている。一方、

中間処理（自ら処理も含む。）後の産業廃棄物（発生から最終処分が終了

するまでの一連の処理の行程の中途において産業廃棄物を処分した後の

産業廃棄物）に関しては、これらの保管基準のうち保管の方法に関する

基準しか定められていないため、過剰保管等による生活環境保全上の支

障等を防止するためには保管期間、保管数量に関する基準も定めて適用

させる必要があるとも考えられる。 

しかし、中間処理後の産業廃棄物について遵守すべき保管期間、保管

数量に関しては、当該廃棄物のその後の処理の方法を考慮して検討する

必要があるほか、適正なリサイクルを行うために必要な保管を阻害しな

いよう配慮することも必要であるので、保管期間、保管数量に関する基

準の適用については引き続き検討を進めることが適当である。 

なお、（４）②（ア）に記している保管基準違反の保管に対する措置命

令については、中間処理後の産業廃棄物に関しても同様に措置すること

が適当である。 

 

  （ウ） 産業廃棄物収集運搬業許可制度の簡素化 

    産業廃棄物については、許可権限を有する地方公共団体の細分化、許

可基準等の強化に伴う許可申請等に要する書類の増加等の事情もあり、

収集運搬業許可に係る手続負担が重くなってきていることに加え、大都

市圏での最終処分場残余容量のひっ迫や大規模リサイクルの進展により

産業廃棄物の広域的な収集運搬が一層進んでいることから、収集運搬業

許可手続を合理的なものとする必要性が高まっている。 

    他方で、未だ産業廃棄物処理の構造改革は途上にあり、許可業者によ

る不法投棄事案の多くは収集運搬業者が関与しているという実態にかん

がみれば、許可手続の合理化に当たって不適正処理に対する監督体制が

揺らぐことがあってはならない。このため、許可取消の義務規定や個々

の欠格要件の堅持、保管施設への取締強化、帳簿義務の強化、排出事業

者による委託先の適正処理確認等、排出事業者責任の強化・徹底、罰則

の強化等を始めとする措置によって、より強固な適正処理体制が構築さ

れ、産業廃棄物処理に対する国民の不信感・不安感が払拭されることが

必要となる。 

    産業廃棄物収集運搬業許可手続の合理化の手法については、不適正処

理に対する都道府県等による監督体制の徹底という観点から、許可主体

と取締主体は同一とすることを基本とすべきである。具体的手法につい

ては、地方分権の考え方との調整や法制的な整理も含め慎重に検討する

べきであるが、一の政令市の区域を越えて収集運搬を行う場合は都道府
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県が許可することが考えられる。 

 

  （エ） 許可業者が行政処分等を受けた場合の対応 

行政処分を受けている産業廃棄物処理業者に対する委託が継続される

ことにより不適正処理が拡大することを防止するため、行政処分を受け

処理を継続してはならない状況にある産業廃棄物処理業者は、委託者に

対してその旨連絡することとするべきである。また、都道府県等は、産

業廃棄物処理業者等に行った行政処分の情報をホームページ等を利用し

て広く排出事業者に公表し、国は全国の公表状況を確認できるサイトを

整備するなどの取組を進めるべきである。 

 

  （オ） 産業廃棄物処理業者の優良化 

    優良な産業廃棄物処理業者が排出事業者から選択されることを意図し

た仕組みとしては、遵法性、情報公開、環境保全取組の各基準への適合

確認制度（優良性評価制度）があるが、都道府県等の制度運用の統一を

図るため、制度の枠組み自体も含めた改善を行い、優良性認定の基準の

見直しや、許可証における優良性認定の表記をわかりやすくするなどし

ていくべきである。さらに、優良性評価制度のインセンティブが不十分

である等の指摘を踏まえ、定期的な実地確認を義務付けることとなった

場合には優良性認定業者に委託した排出事業者についてはその実地確認

を免除するべきである。また、排出事業者は、排出事業者責任を確実に

果たすため、優良性認定業者を積極的に選択していくことが望ましい。

特に、環境省を始めとする国、地方公共団体においては、優良性認定業

者を率先して選択するようにすべきである。 

    また、産業廃棄物処理業界全体の優良化に関する施策を推進するため

にも、国は、中小零細業者が多いといわれている産業廃棄物処理業界の

実態について、統計的手法によって定量的に把握し、より一層の実態把

握に努めていくことが必要である。 

 

（３）廃棄物処理施設設置許可制度及び最終処分場対策の整備 

  ① 現状と課題 

    廃棄物処理法においては、生活環境の保全に支障を及ぼすおそれのあ

る廃棄物処理施設について許可制度にかからしめ、最終処分場について

は埋立終了後も廃止が確認されるまで環境汚染を防止するため維持管理

が必要という特殊性にかんがみ、維持管理積立金制度を設けている。  

    しかし、廃棄物処理施設の設置に当たっては、そもそも汚物又は不要

物である廃棄物を集積し処理される施設の周辺住民にとっては迷惑施設

として受け止められていること、また、安定型処分場を始めとする廃棄

物処理施設に対する不信感が払拭されていないことなどを背景に、依然
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として立地が困難な状況にある。 

廃棄物処理施設は適正処理の受け皿の要となる基幹施設として極めて

重要なものであり、我が国における長期安定的な処理体制の維持のため、

安全性を確保しつつ、引き続き適切に配備されることが不可欠であり、

異常時や倒産・許可取消し時の手続整備や、情報の透明化を図ることに

より、廃棄物処理施設への信頼を醸成していくことが求められている。 

 

  ② 見直しの方向性 

  （ア） 安定型最終処分場対策の強化 

 安定型最終処分場については、一部の処分場において安定型産業廃棄

物にそれ以外の廃棄物の付着・混入が見られるなどの課題が指摘されて

いる一方で、産業廃棄物の処理に関して大きな役割を果たしてきている。

このため、安定型最終処分場類型を廃止するのではなく、その実態を把

握・評価し、安定型５品目以外の付着・混入を防止するための仕組みの

強化や、最終処分場において浸透水等のチェック機能の強化等について

更に検討していくべきである。 

 

  （イ） 廃棄物処理施設の透明化 

廃棄物処理施設の設置に関するリスクコミュニケーションを図ってい

くという観点から、廃棄物処理施設の設置許可に当たっては、申請者及

び都道府県等は近隣市町村及び利害関係者から都道府県等に提出された

生活環境保全上の意見に対する見解を明らかにするよう努めるべきであ

る。また、廃棄物処理施設から生活環境保全上の支障が生ずるおそれが

ある状態が看過されることがないよう、定期的に都道府県等による検査

を受けることとし、また、その検査結果及び維持管理状況を情報公開す

るべきである。 

 

（ウ） 異常が生じた廃棄物処理施設への対応 

施設点検、機能検査、水質検査等において、廃油・廃酸・廃アルカリ

等の流出、火災、地下水の水質悪化等の異常が検知された場合に迅速か

つ的確に対処するため、維持管理基準に基本的な措置内容を明記するべ

きである。また、異常が検知された旨速やかに都道府県等に届け出ると

ともに、原因の調査その他の生活環境の保全上必要な措置として実際に

講じた措置内容について帳簿等に記載することとするべきである。 

 

  （エ） 設置者が不在となった廃棄物最終処分場対策 

最終処分場は埋立処分終了後も、都道府県等から廃止の確認を受ける

までは浸出液の処理等の維持管理が必要となる。このため、施設許可を

取り消されたときや破産したとき等施設設置者が不在となった場合、許
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可が取り消された施設設置者及びその役員、破産管財人等に、管理する

必要がない状態となるまで基準に従い継続的な管理を行う責任を負わせ

るべきである。 

また、適切に管理を行う者がその最終処分場について積み立てられた

維持管理積立金を取り戻して管理費用に充てることを可能とするととも

に、維持管理積立金を積み立てない者については許可を取り消す又は罰

則を設け、維持管理費用の確保を確実にするべきである。 

 

  （オ） 廃棄物最終処分場の施設整備 

廃棄物最終処分場は、我が国の適正処理体制の維持のため将来にわた

って安定的に確保されなければならない。現在、新規立地が困難となり

新規許可件数が減尐し、最終処分場の残余容量が漸減傾向にあることを

踏まえ、民間事業者による施設整備を基本として推進しつつ、必要な最

終処分場残余年数の確保のため今後とも予算措置、税制の活用による支

援や公共関与により積極的に施設整備を進めていくべきである。 

 

（４）不法投棄等の対策の強化・徹底 

  ① 現状と課題 

    産業廃棄物の不法投棄の状況としては、投棄件数、投棄量ともに減尐

してきているものの、不法投棄の撲滅には至っておらず、今なお過剰保

管を始めとした不適正処理は多く発生している。また、不法投棄等の残

存事案については、残存件数、残存量とも昨今ほとんど変化していない。

さらに、昨今の経済不況に伴う資源価格の大幅変動、排出事業者の廃棄

物適正処理費用を捻出する体力不足等により、不適正処理リスクが高ま

っている。 

不法投棄等の不適正処理の対策については、早期発見等による未然防

止・拡大防止を更に徹底・強化するとともに、いわゆる棄て得・やり得

が生じないよう実行者及び関与者に対する厳しい責任追及をしていくこ

とが強く求められている。 

また、不法投棄等の残存事案については、個々の事案ごとに生活環境

保全上の支障の程度に応じた対応を計画的かつ目に見える形で進めてい

くことが必要である。 

 

  ② 見直しの方向性 

  （ア） 行政処分の強化 

    より効率的で密度の高い監視網を形成するため、廃棄物の適正処理に

識見を有する者等の協力や人工衛星を活用した監視活動の体制を整えて

いくべきである。 

    また、不適正処理が行われた土地の所有者等の実行者及び関与者と疑
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われる者に対しては広く報告徴収を行えるようにするとともに、当該者

の土地・車両・事務所・事業場等への立入検査を行うことなどにより、

不適正処理に関与した者の責任を追及できるようにするべきである。 

さらに、収集運搬（積替保管を含む。）や保管によって生じた生活環境

保全上の支障等の除去等を行う必要があるにもかかわらず処分者等に除

去する意思又は能力がない場合に迅速に対応できるよう、処理基準違反

の収集運搬や保管基準違反の保管も措置命令の対象に含めるべきである。 

なお、廃棄物処理法を遵守しない悪質な許可業者や、自ら処理と称し

た無許可業者等に対し、法的強制力を伴わない行政指導を繰り返し、行

政指導に従うと偽り一向に是正しない悪質業者が営業を継続することを

許容している地方自治体が依然として散見されるが、こうした姿勢が廃

棄物処理及び廃棄物行政に対する国民の不信を招く一因となっているた

め、不適正処理を始めとする違反行為を把握した場合は、迅速かつ厳正

に行政処分を行う方針で取締りに臨むことを更に徹底すべきである。     

 

  （イ） 罰則の強化 

今なお不法投棄等の不適正処理が撲滅されていない状況においては、

抑止力を更に高めて不適正処理の発生を防止する観点から、大規模化に

つながりやすい反復継続的な不法投棄等の行為に対する罰則を引き上げ

るなど罰則を更に強化するべきである。 

 

  （ウ） 残存事案への対応 

不法投棄等の残存事案については、各事案ごとの生活環境保全上の支 

障の程度等について継続的に把握し、支障の程度に応じた今後の対応方

針について国民に対して目に見える形で明らかにしていくべきである。 

また、不法投棄等の支障除去等については、原因者等の責任で行われ

るべきであり、要する経費も全て原因者等に負担させることが原則であ

る。しかし、生活環境保全上の支障等があるにもかかわらず原因者等が

不明又は資力がない場合には、地域の環境保全に直接の責任を有する都

道府県等が原因者等に代わり必要な措置を講ぜざるを得ない。産業廃棄

物適正処理推進基金の利用や出えんの在り方等に関する検討が進められ

ているところであり、支障等が拡大しないよう速やかに措置を講ずるた

めには、その検討結果を踏まえ、必要となる資金を手当てする社会的な

支援制度を引き続き維持していくことが必要不可欠である。 

 

（５）適正な処理が困難な廃棄物の対策の一層の推進 

  ① 現状と課題 

市町村において適正な処理が困難な廃棄物については、市町村が有す

る設備及び技術に照らして適正な処理が全国的に困難となっていると認
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められる一般廃棄物を環境大臣が指定する制度の創設、個別リサイクル

法や広域認定制度による対応等が行われてきた結果、廃ＦＲＰ船の処理

体制が整備されたほか、廃エアゾール製品については、市町村と業界が

協力し充填物を出し切る製品構造（中身排出機構）への転換が進められ

てきた。また、廃スプリングマットレスについては、全生産量の約６割

を占めるといわれている海外製品の製造者及び輸入業者の関与の在り方

等を含め、メーカー等による処理体制の構築に向けた議論が続いている。 

 

  ② 見直しの方向性 

適正な処理が困難な廃棄物については引き続き調査を行い、必要に応

じて運用面で実効性のある対応が取られるよう、今後も議論していく必

要がある。 

 

（６）排出抑制と循環的利用の推進・徹底 

  ① 現状と課題 

    一般廃棄物は、有料化等の取組の結果、排出量は漸減傾向にある一方

で、産業廃棄物は、多量の産業廃棄物を排出する事業者が策定する処理

計画及び実施状況報告が公表される制度（以下「多量排出事業者処理計

画制度」という。）により自主的取組が進められているものの、排出量は

ほぼ横ばいである。再生利用率については、環境大臣の認定による特例

や再生事業者登録制度等に基づき再生利用が促進されてきた結果、一般

廃棄物、産業廃棄物ともに上昇傾向にある。 

    循環型社会の形成に向け、原則として、排出事業者はまずは廃棄物の

排出抑制を徹底した上で、事業活動上排出せざるを得ない廃棄物につい

ては再使用、再生利用、熱回収を行っていくという取組を選択すること

が求められるものであり、事業活動の過程における排出抑制等の取組を

計画的に実施していくことが一層重要となる。また、生活環境保全上の

支障を新たに生ずることがないなど、廃棄物処理法の目的に照らして問

題がないと判断される場合にはその合理化を引き続き進めていくことが

必要である。 

さらに、今後の取組としては、拡大生産者責任に基づき設けられてい

る広域認定制度について、ライフサイクル全体を視野に入れた環境へ配

慮した設計（DfE：Design for Environment）を進めることが必要である。  

 

 ② 見直しの方向性 

  （ア） 多量排出事業者処理計画制度の充実 

    多量排出事業者処理計画制度は、排出事業者自身が事業活動に伴い生

ずる産業廃棄物の量の目標を定め、実施状況を報告し、それらの情報が

公表されることにより住民へ情報提供・周知し、もって排出事業者の自
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主的な排出抑制、再生利用等による減量化を推進することを趣旨として

おり、約１万事業場及び総排出量における約６割をカバーしている。し

かし、住民への情報提供・各計画の評価が不十分であり、公表・評価の

徹底等のより一層の制度の充実を図ることが必要である。 

このため、住民への情報提供・周知・啓発という観点から、提出等は

原則として電子ファイルで行うことを推進した上で都道府県による公表

手法としてインターネットを利用するべきである。さらに、計画等の様

式を統一的に定め、目標・実績については都道府県等別に細分化した上

で事業者単位での計画等の作成を可能とし、都道府県において計画に関

する評価を事業場ごとに個別に行うことができるようにするとともに、

国においては事業者全体の排出量等を集計した上で優良と判断された事

業者全体の取組事例等を公表していくべきである。また、循環的利用を

進める観点から、排出事業者の責任において再生利用等による減量を進

めることも本制度上重要となるが、減量は必ずしも排出事業者自ら行う

必要はなく、委託により行うことも可能である。このため、委託した先

で再生利用等による減量が行われている場合にはその取組も含めて排出

事業者の全体取組として評価するなど計画内容を見直すべきである。 

また、本制度の円滑な実施を確保するため、多量排出事業者処理計画

を提出しない事業者に対する担保措置を設け、実効性を確保することが

必要である。 

 

  （イ） 地域における取組 

産業廃棄物の減量及び適正処理をより一層促進するためには、中小零

細企業に対しては特に、規制手法だけではなく、費用対効果の高い望ま

しい取組のノウハウに関する情報提供やアドバイスを行うことが重要と

なる。このため、都道府県において、産業廃棄物の排出抑制・減量手法

等について、排出事業者、産業廃棄物処理業者、学識者及び住民等が一

体として議論・意見交換を行う場を設け、産業廃棄物の処理に関する知

見を有する者の協力を得て、排出事業者等に対して減量・適正処理に関

する個別具体的な助言・提案等を行う仕組みを設けるべきである。 

 

  （ウ） 広域認定制度等の充実 

    共同申請及び認定業者からの委託が認められている広域認定制度につ

いては、スキーム関係者が非常に多数にのぼることを踏まえ、その事業

内容の一部を変更した際の手続、届出期限や廃棄物運搬時の車両への掲

示方法等について、適正処理を確保しつつ、事業を円滑に行いうるよう

一定の合理化が必要である。 

また、法第３条に規定されているように、製造事業者等は物の製造、

加工、販売等に際して、適正処理が困難とならないようライフサイクル
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全体を視野に入れ環境へ配慮した製品等の設計・開発を行い、また、そ

の製品等の適正処理方法についての情報提供をすること等によって、そ

れらが廃棄物となった場合に適正処理が困難とならないようにしなけれ

ばならないこととされている。広域認定制度は、これを踏まえ、拡大生

産者責任に則り製造事業者等自身が自社の製品の処理行程に関与するこ

とで、排出抑制や再生利用等の循環的利用を推進するとともに、DfE が進

むことを期待した制度である。現在は認定に基づきどのように DfE が実

施されたかが必ずしも明らかではないので、その状況を明らかにするこ

となどにより、DfE の促進に資する取組を講じていくべきである。 

再生利用認定については、再生利用の状況をフォローアップしつつ必

要に応じ更なる活用策を検討するなど、生活環境保全上の支障が生じな

いよう適切な制度運用を図っていくべきである。 

    広域認定業者、再生利用認定業者による不適正事例に対し、報告徴収

から認定取消しを円滑に行い得るよう、環境大臣と都道府県等において

一連の措置の連携を図っていく必要がある。 

 

  （エ） 熱回収の推進 

    循環型社会の施策の優先順位を踏まえ再生利用が適当でない廃棄物に

ついては、単純に処分するのではなく、焼却処理される際に発電等の熱

回収を行い、エネルギーを徹底的に回収することが求められる。このこ

とは、低炭素社会との統合の観点からも求められるが、現時点では事業

採算性をとることが難しく市場に委ねていても進まないと見込まれるた

め、熱回収を行う事業者に何らかのインセンティブを付与するなど、こ

れを促進するための方策が必要である。また、熱回収に関する廃棄物処

理施設全体についての目標値の設定についても今後検討すべきである。 

 

（７）地方自治体の運用 

 ① 現状と課題 

    住民同意や流入規制等の地方自治体独自の対策は、他人の不要物を自

区域で処理することに対する忌避感や、都道府県域を越えて搬入された

産業廃棄物の不適正処理が多発してきたこと、法的強制力の伴わない行

政指導を繰り返し悪質業者の営業継続が許容されてきたことなどから生

ずる産業廃棄物の処理全体に対する住民の不信感等を背景に、多くの地

方自治体が導入してきたものである。 

住民同意については、同意を得る住民の範囲や同意に際しての不透明

な金銭授受を巡る問題も発生し施設設置を巡り地域のコミュニティーが

破壊されるという問題があること、また、適法な施設であっても設置が

困難となったり施設設置手続の長期化につながり適正処理体制の基盤と

なる施設の確保が困難になるという問題がある。また、流入規制につい
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ては、産業廃棄物が広域的に移動すること、適正に処理する産業廃棄物

処理業者であってもその扱う産業廃棄物量が制約され結果として無許可

業者の不適正処理ルートに向かうことになりかねないこと、優良な産業

廃棄物処理業者が市場において優位に立てるようにすることを目的とす

る産業廃棄物分野の構造改革にブレーキをかけかねないこと等といった

問題がある。 

このような望ましくない状況を改善するには、根本的には、より強固

な適正処理体制が構築され、廃棄物の不法投棄等不適正処理の未然防止、

早期発見、迅速かつ厳正な対処等を行うなど、そうした忌避感・不信感

を払拭するための措置を講じていくことが求められる。 

 

  ② 見直しの方向性 

  （ア） 住民同意・流入規制 

多くの地方自治体独自の対策は、産業廃棄物処理施設設置に伴う地域

紛争や、県外廃棄物の流入に伴う不適正処分の回避という、それぞれの

地域における切実な目的を持って作られてきたものである。上記の問題

を一朝一夕に解決することは困難であるが、国は、それぞれの地方自治

体独自の住民同意や流入規制の対策についてその内容及び運用を継続的

に把握し、地方自治体と対話し撤廃又は緩和を働きかけていくことが必

要と考えられる。また、廃棄物処理への不信感を解消し信頼感を醸成す

るためには、廃棄物処理によるリスクが正しく評価されるよう、施設の

維持管理情報等を透明化する仕組みを設けることなどにより、廃棄物処

理に関するリスクコミュニケーションを図っていくべきである。 

 

  （イ） 許可手続に要する書類 

産業廃棄物処理業許可及び産業廃棄物処理施設設置許可における申請

手続に係る書類について、許可審査及び申請手続の負担を合理化しつつ

適正処理を確保するためには、申請時に一律に求めるべき書類と、申請

内容に応じ審査時に個別に求めるべき書類、許可審査には不要な書類と

を区別し、申請書添付書類として全申請者に求めるものについて必要最

低限とした上で統一するべきである。ついては、許可審査に必要な書類

は何か改めて検討し、必要と認められるものについては法令に規定すべ

きである。また、複数許可を取得している場合の変更届出や許可更新手

続の運用、再委託の運用についても合理化していくことが適当である。

なお、マニフェスト交付等状況報告書についても同様に、統一化・合理

化すべきである。各地方自治体においては、電子申請手続を積極的に導

入していくべきと考えられる。 
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（８）廃棄物の輸出入 

  ① 現状と課題 

国外廃棄物の輸入については、その輸入により国内廃棄物の適正処理

に支障が生じないよう、その輸入が抑制されなければならないという原

則の下、環境大臣の許可が必要とされており、輸入許可申請が可能な者

としては、産業廃棄物処分業者、産業廃棄物処理施設を有する者など当

該廃棄物を自ら処理できる者に限定されている。しかし、我が国におけ

る処理技術の向上や企業の社会的責任の高まりを受け、途上国では適正

処理が困難であるが、我が国では処理可能な自社等の国外廃棄物を、対

応能力の範囲内で受け入れて適正に処理する取組が進められている。 

廃棄物の輸出については環境大臣の確認が必要とされているが、これ

は、国内において生じた廃棄物はなるべく国内において処理するという

国内処理の原則を具体化するとともに、国外での安易な処理が行われる

ことにより国内での排出事業者責任が空洞化し、国内での適正処理に支

障を来すことを防止する観点から定められたものである。我が国におけ

る循環資源の輸出に関しては、現在、国内外において以下のような議論

がある。 

・ 国内で廃棄され、海外向けに有価で取引される循環資源の海外流出

の拡大が、廃棄物の国内処理原則に反し、国内における適正な処理体

制や排出事業者責任の空洞化を招きかねない事態を生じている。  

・ 海外向けに有償で取引される循環資源と称して廃棄物処理法上の輸

出確認を経ずに輸出されたものが、一部の有価物を回収したあとに、

途上国において環境上不適正な処理が行われ環境汚染を生じていると

の指摘がなされている。 

・ 一方、資源の有効利用と環境負荷低減の観点から、国内における循

環型社会の構築と不法輸出入の防止というセーフガードを確保した上

での円滑な国際資源循環の確保を図ることが必要である。 

 

  ② 見直しの方向性 

  （ア） 廃棄物の輸入 

途上国では適正処理が困難であるが、我が国では処理可能な自社等の

国外廃棄物を、対応能力の範囲内で受け入れて適正に処理する取組が進

められており、このような活動は、国内における適正処理が確保される

限りにおいては、広義の排出事業者責任や製造事業者責任を全うするも

のであり、また、輸出国の環境負荷を低減させるものであることから、

地球環境保全の観点からも積極的に推進していくべきものである。 

    このため、このような我が国において処理することが適切と認められ

る国外廃棄物の処分を委託して行う者についても、輸入を可能とするべ

きである。 
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  （イ） 廃棄物の輸出 

  廃棄物処理法に基づく輸出確認の対象となる廃棄物の考え方としては、

廃棄物処理法の排出事業者責任の徹底の観点から、国内における通常の

取扱形態や取引価値等から総合的に廃棄物と判断されるものについては、

廃棄物処理法上の輸出確認の対象とすることを検討するべきである。 

  また、国内外で原則として有価で取引されている物品であっても、外

見上の汚れや汚染物の混入、残渣の発生、輸送・保管状況の悪さなどに

よっては廃棄物に該当又は廃棄物が混入しているものと判断される。こ

れらによる輸出先国での環境汚染の懸念等が指摘されているものがある

ことも踏まえ、輸出先国での取扱い形態や市場動向を注視の上、必要に

応じ、水際での判断指針の明確化や監視体制の強化等を検討するべきで

ある。 

 

（９）低炭素社会との統合 

 ① 現状と課題 

   持続可能な社会を構築する上で、廃棄物処理においても地球温暖化対

策を講じることにより、循環型社会と低炭素社会の統合に向けた取組が

求められている。しかし、2007 年度に廃棄物分野から排出された温室効

果ガスは、基準年（1990 年）比で 15％増加している状況にあり、京都議

定書目標達成計画に位置付けられた廃棄物分野における削減目標や、平

成 20年 3月に閣議決定された廃棄物処理施設整備計画に位置付けられた、

ごみ焼却施設総発電能力の目標（平成 24 年度までに 2500MW）の達成が求

められている。 

   このため、これまで、エネルギー対策特別会計による経済的支援、循

環型社会形成推進交付金における高効率ごみ発電設備に対する交付率の

嵩上げ、改正後の地球温暖化対策の推進に関する法律第 21 条に基づく排

出抑制等指針の策定の検討、また、焼却施設において白煙防止装置を停

止するモデル事業の実施とその成果の普及等が行われてきた。加えて、

平成 21 年 3 月より、廃棄物・リサイクル分野において温室効果ガスの削

減にも資するコベネフィットプロジェクトに関する研究会が設置され、

検討が進められている。 

 

 ② 見直しの方向性 

今後も引き続き地球温暖化対策に資する財政支援メニューの拡充や、

コベネフィットプロジェクトの創出に関する検討を進めるなど、廃棄物

バイオマスの利活用、原燃料利用や収集運搬の効率化等廃棄物処理シス

テムにおける地球温暖化対策の取組を促進するための具体的な手段を検

討する必要があるのではないか。 
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    特に、３Ｒの推進による循環型社会の構築を図りつつ、廃棄物の焼却

処分等における熱回収を徹底することは、温室効果ガスを削減し低炭素

社会の形成にも資するものであり、強く推進する必要がある。しかし、

熱回収は、経済性等の面での制約から普及が不十分な状況にあることか

ら、現時点では、直ちに焼却時の熱回収を義務付けることは困難と考え

られるため、まずは市場拡大や地域でのエネルギー利用を支援する措置

や導入支援措置を推進していくべきである。 

 

 



一般廃棄物の排出量は5,204万ｔ
（平成18年度）

排出量は平成12年度以降断続的に減
尐し、基本方針の平成9年度5,310万tを
2年連続で下まわった。

産業廃棄物の排出量は418百万ｔ
（平成18年度）

排出量は一般廃棄物と同様に平成2年
度までは急激に増加。平成2年度以降

は４億ｔ前後で大きな変化はなく、バブル
経済の崩壊後はほぼ横ばい。

※1：ダイオキシン対策基本方針に基づき、政府が平成22年

度を目標として設定した「廃棄物の減量化の目標量」におけ
る平成8年度の排出量を表す

※2：平成9年度以降は※1と同様の算出条件で算出
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一般廃棄物の再生利用率は
19.6％ （平成18年度）

一般廃棄物の再生利用率は着実
に上昇しており、平成18年度には
20%に迫っている。

産業廃棄物の再生利用率は
51.4% （平成18年度）

産業廃棄物の再生利用率は着実
に上昇しており、平成16年度には
50%を超えている。

廃棄物の再生利用率の推移
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14.315.015.916.817.6

19.019.6

0%

5%

10%

15%

20%

25%

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

一般廃棄物の再生利用率

38% 40% 40% 39% 39% 37% 37%

42%
41% 42% 43%

45% 46% 46%
49%

51% 52% 51%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 (H8) H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

産業廃棄物の再生利用率

2



（千t）
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（千ﾄﾝ）

※分類については、発生時点の廃棄物の種類で行っている。
（例 廃プラスチック類の焼却に伴い生じる燃え殻の埋立について、廃プラスチック類として計上）
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産業廃棄物の最終処分量の推移
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一般廃棄物の残余年数は15.6年分
（首都圏は17.0年分）（平成18年度）

公共の最終処分場を確保できていない
市町村が343

産業廃棄物の残余年数は7.7年分
（首都圏は3.4年分）（平成17年度）

最終処分場の新規設置数は、平成10
年度の136施設から、平成16年度は38
施設、平成17年度は32施設（ともに許
可件数）と激減
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(単位：千トン／年)

⑧ 集団回収量 3,058 ⑭ 総資源化量
⑩ 直接資源化 2,569

⑪ 焼却以外の 中間処理後
収集ごみ＋直接搬入ごみ 中間処理 再生利用量

（計画収集量） 7,179 4,590
粗大ごみ処理施設

2,569 623
① 混合ごみ 3,808

ごみ堆肥化施設
115 77

② 可燃ごみ 31,898
ごみ飼料化施設

0.02 0.03
③ 不燃ごみ 2,460

メタン化施設
24 16

④ 資源ごみ 5,121
ごみ燃料化施設

726 402
⑤ その他 152

127,727 3,549 2,484
127,781 ⑥ 粗大ごみ 730

その他施設
自家 197
処理 ⑦ 直接搬入ごみ 4,810
人口 処理残渣の焼却

1,847
54 ⑨ 自家処理量 74 ⑫ 直接焼却

38,067
(単位：千人) 焼却施設 986

39,914
資源化 焼却残渣 処理残渣

の埋立 の埋立
処理･処分 ⑬ 直接最終処分 4,363

1,201
最終処分場

・収集ごみ＝①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＝44,168千トン

・収集ごみ＋直接搬入ごみ＝①＋②＋③＋④＋⑤
＋⑥＋⑦＝48,978千トン（計画収集量）

・ごみ総排出量＝①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧
＝52,036千トン

・1人1日当たり排出量
＝(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧)／総人口／365
＝1,116グラム/人日

・ごみの総処理量＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬＝49,016千トン

・総資源化量＝⑭＝10,217千トン

・リサイクル率＝⑭／(⑧＋⑩＋⑪＋⑫＋⑬)＝20％

・中間処理による減量化量
＝(⑪＋⑫)－中間処理後再生利用量－残渣の埋立量
＝35,049千トン

1,245

6,809

総
人
口

計
画
収
集
人
口

その他の資源化等
を行う施設

10,217

凡例

日本の廃棄物処理 平成18年度版より作成

一般廃棄物の処理フロー（平成18年度）
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排出量
418,497千t

(100%)

直接再生利用量
91,582千t

(22%)

中間処理量
316,082千t

(76%)

処理残渣量
134,156千t

(34%)

減量化量
181,926千t

(43%)

処理後再生利用量
123,190千t

(29%)

処理後最終処分量
10,966千t

(3%)

再生利用量
214,722千t

(51%)

最終処分量
21,799千t

(5%)

直接最終処分量
10,833千t

(3%)

産業廃棄物排出・処理状況調査報告書（環境省）より作成

産業廃棄物の処理フロー（平成18年度）
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注１投棄件数及び投棄量は、都道府県及び政令市が把握した産業廃棄物の不法投棄のうち、1件当りの投棄量が10ｔ以上の事案 (ただし特別管理産業廃棄
物を含む事案はすべて） を集計対象とした。
２上記グラフの通り、岐阜市事案は平成15年度に、沼津市事案は平成16年度に発覚したが、不法投棄はそれ以前より数年にわたって行われた結果、当該
年度に大規模事案として発覚した。
３平成18年度の千葉市事案については、平成10年に発覚していたが、その際環境省への報告がされていなかったもの。
４硫酸ピッチ事案及びフェロシルト事案については本調査の対象からは除外している。
なお、フェロシルトは埋戻用資材として平成13年8月から約72万トンが販売・使用されたが、その後、これが不法投棄事案であったことが判明した。
不法投棄は1府3県45カ所において確認され、そのうち38カ所で撤去が完了している（平成20年9月時点）。

44.4万ｔ

21.9万ｔ

40.8万ｔ 42.4万ｔ 43.3万ｔ
40.3万ｔ

24.2万ｔ

31.8万ｔ

17.8万ｔ
20.7万ｔ

17.2万ｔ

12.0万ｔ
10.2万ｔ

679件 719件

855件
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934件
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0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

120.0 

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

1,200 

1,400 

投

棄

量

(万ｔ)
投

棄

件

数

(件)

投棄量（万トン）（大規模事案）

投棄量（万トン）

74.5万ｔ

岐阜市事案分
56.7万ｔ 41.1万ｔ

沼津市事案分
20.4万t

13.1万ｔ

千葉市事案分
1.1万t

不法投棄件数及び投棄量の推移（新規発覚事案）
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がれき類

191件

50.5%

建設混合廃棄物

54件

14.1%

木くず（建設系）

36件 9.4%

廃プラスチック類

（建設系）

6件 1.6%

汚泥（建設系）

3件 0.8%

廃プラスチック類

（廃タイヤ）

18件 4.7%

金属くず

13件 3.4%

動植物性残さ

10件 2.6%

繊維くず

9件 2.4%

廃プラスチック類

（その他）

9件 2.4%

汚泥（その他）

6件 1.6%

平成19年度
投棄件数

382件
がれき類

57,697t

56.7%建設混合廃棄物

17,479t

17.2%

木くず（建設系）

3,857t 3.8%

廃プラスチック類

（建設系）

1,167t 1.1%

汚泥（建設系）

143t 0.1%

繊維くず

5,695t 5.6%

汚泥（その他）

6,162t 6.1%

廃プラスチック類

（廃タイヤ）

1,609t 1.6%

廃プラスチック類

（その他）

1,786ｔ 1.8%

平成19年度
投棄量
101,718t

建設廃棄物計
80,343t 79.0%

建設以外廃棄物計
21,375ｔ 21.0%

建設以外廃棄物計
92件 24.1%

建設廃棄物計
290件 75.9%

投棄件数・投棄量ともに建設廃棄物が多く、全体の約８割を占めている。

平成19年度不法投棄（新規発覚分） 種類内訳
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排出事

業者

193件
50.5%

無許可

業者

57件
14.9%

許可業

者

21件
5.5%

複 数

11件
2.9%

不 明

100件
26.2%

平成19年度
投棄件数

382件

排出事

業者

24,113ｔ
23.7%

無許可

業者

22,804ｔ
22.4%

許可業

者

31,114ｔ
30.6%

複 数

3,502ｔ
3.4%

不 明

20,186ｔ
19.8%

平成19年度
投棄量
101,718t

「排出事業者」のうち、１４１件（73.1％）、１３，１６１ｔ（54.6％）が建設系

排出事業者が不法投棄実行者である場合が、
投棄件数では約51％と最も多く、投棄量では約24％となっている。

平成19年度不法投棄（新規発覚分） 実行者内訳
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11

許可業者

289件
10.5%

無許可業者

664件
24.1%

排出事業者

1,071件
38.9%

複 数

67件
2.4%

不 明

662件
24.0%

平成19年度末時点 不法投棄残存事案

許可業者

8,709,154ｔ
53.3%無許可業者

3,913,893ｔ
24.0%

排出事業者

1,741,093ｔ
10.7%

複 数

1,247,840ｔ
7.6%

不 明

724,878ｔ
4.4%

残存量
16,336,859t

残存件数
2,753件

残存事案のうち、排出事業者が不法投棄実行者である場合が、
投棄件数では約40％と最も多く、投棄量では約10％となっている。



木くず（建設系）

649件

23.6%

建設混合

廃棄物

542件

19.7%がれき類

534件

19.4%

廃プラスチック類

（建設系）

207件 7.5%

汚泥（建設系）

9件 0.3%

廃プラスチック類

（廃タイヤ）

158件

5.7%

廃プラスチック類

（その他）

119件

4.3%

金属くず

103件

3.7%

木くず（その他）

81件 2.9%

汚泥（その他）

57件

2.1%

繊維くず

49件

1.8%

ガラス、陶磁器くず

44件

1.6%

燃え殻

43件 1.6%

廃プラスチック類

（シュレッダーダスト）

41件 1.5% 廃プラスチック類

（農業系）

29件

1.1%

建設混合廃棄物

4,564,062ｔ

27.9%

がれき類

2,890,559ｔ

17.7%

廃プラスチック

類（建設系）

1,680,166ｔ

10.3%

木くず（建設系）

1,326,894ｔ

8.1%

汚泥（建設系）

154,941ｔ

0.9%

汚泥（その他）

1,158,807ｔ

7.1%

廃プラスチック類

（その他）

987,294ｔ 6.0%

廃プラスチック類

（シュレッダーダスト）

785,342ｔ 4.8%

燃え殻

559,502ｔ

3.4%

金属くず

300,927ｔ

1.8%

ガラス、陶磁器くず

227,745ｔ

1.4%

木くず（その他）

214,064ｔ

1.3%

廃プラスチック類

（農業系）

155,661ｔ

1.0%

12

平成19年度末時点 不法投棄残存事案

残存量
16,336,859t

残存件数
2,753件

残存事案のうち、投棄件数・投棄量ともに建設廃棄物が多く、全体の約７割を占めている。

廃油
1,106,865t

6.2%

非建設系廃棄物計
812件 29.5%

建設系廃棄物計
1,941件 70.5%

非建設系廃棄物計
5,720,237ｔ 35.0%

建設系廃棄物計
10,616,622t  65.0%



（事件） （人）
※ 警察庁ＨＰより環境省作成
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１．不法投棄事犯等を中心とした廃棄物事犯に対する取締りを強化する「環境犯罪対策推進計
画」（平成11年 警察庁）が策定され、本計画に基づく現地レベルでの取組が次第に強化され
てきている。

２．平成12年の廃棄物処理法改正により、不法投棄について一般廃棄物と産業廃棄物の罰則
上の区分が無くなり、法の適用が容易となった。



3516件, 
68.7%

3880人

1518件, 
29.7%

1771人

39件, 0.8%

44人

20件, 0.4%

26人
25件, 0.5%

25人

一般廃棄物
合計： 5118件、5746人

535件, 
34%

767人

712件, 
45%

958人

50件, 3%

58人

225件, 
14%

226人

46件, 3%

8人

23件, 1%

34人 不法投棄

焼却禁止

無許可関係

委託関係

管理票関係

その他

産業廃棄物
合計： 1591件、2051人

平成19年 検挙件数の内訳
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49
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3438

120
81 147

166 174

545

169 135 161
144

排出事業者 許可業者 無許可業者

警察庁データより

年

件
数

産業廃棄物事犯の不法投棄検挙件数 実行者ごとの件数

実行者が排出事業者である割合は、
平成９年度から平成１９年度における平均値として、約６５％となっている。
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出典：平成１９年暴力団情勢（平成２０年４月 警察庁組織犯罪対策部暴力団対策課、同部企画分析課）
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暴力団構成員及び準構成員の罪種別検挙人員の比較



廃棄物の不適正処理に関与している事例 （出典：「平成20年度暴力団の不当要求等介入事例実態調査事業報告書」
（環境省廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課））

産業廃棄物処分料をコストダウンさせるために、無許可業者へ搬入しており、裏で反社会的勢力
が関与していると聞いている。最終処分地の利権をめぐっての抗争に暴力団等が関与していると聞
いている。

ある管理型最終処分場では、正門からは廃棄物を正規に受け入れ、裏門からは暴力団関係会社
が土砂運搬と称して残土処分場へ搬出しており、この処分場はいつまでも埋まらないこととなってい
る。

暴力団等反社会的勢力、政治家の同族会社から、産業廃棄物の収集運搬・処分をさせてほしいと
要求された会社がある。日常的に工事現場や工事現場事務所に来るらしい。

管理型最終処分場、安定型最終処分場等の場合には、設置許可後、計画者の資金ショートにより
その権利が売買されることが多く、この場合はほぼ１００％近く暴力団等が関与する。

暴力団を排除した事例

暴力団組長が、同人の妻が代表を務める産業廃棄物収集運搬業者の事業を支配していた事実が
明らかになったことから、同業者の業許可を取り消した。

（出典：「平成19年の暴力団情勢」
（警察庁組織犯罪対策部暴力団対策課、企画分析課））
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実行者の区分

排出事業者

許可業者

複 数

無許可業者

建設業
製造業
農林水産業
運輸・通信・販売業 等

収集運搬業
中間処理業
最終処分業
収集運搬、中間処理、

最終処分業の兼業

排出事業者
許可業者
無許可業者

不適正処理が行われ
た土地の区分

中間処理施設
又はその隣接地

積替保管施設
又はその隣接地

最終処分場又は
その隣接地

廃棄物処理業以
外の事業所の

敷地内

その他

不適正処理が行わ
れた土地の周辺の

土地利用形態

森林

農用地

住宅地

工業用地
業務用地

原野

河川敷・海岸

その他

廃棄物の種類

建設系廃棄物

木くず
がれき
建設混合廃棄物
廃プラスチック類
汚泥

非建設系廃棄物

廃プラスチック類
廃油
汚泥
燃え殻
金属くず
ガラス・陶磁器くず
木くず
鉱さい
ゴムくず
動植物性残さ
動物のふん尿
繊維くず
ばいじん
紙くず
廃アルカリ
廃酸
その他

土地所有者の関与等

いずれかが
複数関与

不法投棄等不適正処理の類型
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132件, 
46%

51件, 
18%

10件, 3%

63件, 
22%

9件, 3%
3件, 1% 19件, 6%

2件, 1%

視点１ 実行者の区分 （平成19年度末までの残存事案）

投棄件数の内訳 投棄量の内訳

排出事業

者1071件, 
39%

許可業者

289件, 
11%

無許可業

者664件, 
24%

複数

67件, 2%

不明

662件, 
24%

排出事業

者
1,741,093t, 

11%

許可業者
8,709,154t, 

53%

無許可業

者

3,913,893ｔ
24%

複数
1,247,840t, 

8%

不明
724,878t

, 4%

残存件数 計：2,753件 残存量 計： 16,336,859t

308,997ｔ, 4%

655,875ｔ, 7%

1,020,385ｔ, 
12%

1,376,650ｔ, 
16%

1,502,635ｔ
, 17%

2,043,677ｔ, 
23%

1,799,731ｔ, 
21%

1,205ｔ, 0%
収集運搬業

中間処理業

最終処分業

収集運搬業と中間処理業

収集運搬業と最終処分業

中間処分業と最終処分業

収集運搬業と中間処理業

と最終処分業

視点１－１ 実行者のうち、許可業者の許可の種類

許可業者による不法投棄事案のうち、223件(78％)、4,988,013t(58%) は収集運搬業者が関与
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56,635t, 3%

478484t, 27%

2500t, 0%

64912t, 4%

841517t, 48%

123893t, 7%

580t, 0%

4280t, 0%

336t, 0%

51734t, 3%

17180t, 1%

560t, 0%

12634t, 1%

239t, 0%

31,954t, 2%

53,656t, 3%

農林水産業等

建設業（総合工事業）

建設業（設備工事業）

建設業（解体工事業）

（産廃処理業許可あり）
建設業（解体工事業）

（産廃処理業許可なし）
建設業（その他）

製造業（食料品製造業）

製造業（紙・出版関連業）

製造業（化学工業等）

製造業（窯業・土石製品）

製造業（金属関連業）

製造業（機械関連業）

製造業（その他）

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸・通信・販売業

その他

39件, 4%

268件, 25%

26件, 2%

50件, 5%389件, 36%

89件, 8%7件, 
1%

3件, 
0%

8件
, 

1%

16件, 1%
6件, 1%

3件, 0%

15件, 1%

2件, 0% 63件, 6%

視点１－２ 実行者のうち、排出事業者の事業の種類

投棄件数の内訳 投棄量の内訳

建 設 業 ：822 件（約77％） 1,511,306 t（約87％）
製 造 業 ： 58件（約 5％） 87,303 t（約 5％）
農林水産業 ： 39件（約 4％） 56,635 t（約 3％）
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126件, 
5%

113件, 
4%

44件, 2%

724件, 
26%1746件, 

63%

3,787,058t, 
23%

343,854t, 2%

5,223,609t, 
32%

2589745t, 
16%

4,392,594t, 
27%

中間処理施設又はその隣

接地

積み替え保管施設又はそ

の隣接地

最終処分場又はその隣接

地

廃棄物処理業以外の事

業所の敷地内

その他

視点２ 不適正処理が行われた土地の区分 （平成19年度末までの残存事案）

投棄件数の内訳 投棄量の内訳

廃棄物処理施設又はその隣接地 ： 283件、 9,354,521 t
廃棄物処理施設以外の隣接地 ： 724件、 2,589,745 t
その他 ：1746件、 4,392,594 t
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6,509,945t, 40%

3,069,869t, 19%
977,448t, 6%

299,938t, 2%

2,316,335t, 14%

202,036t, 1%

2,961,289t, 18%

森林

農用地

住宅地

工業用地又は業務用

地

原野

河川敷又は海岸

その他

視点３ 不適正処理が行われた場所周辺の土地の利用形態
（平成19年度末までの残存事案）

投棄件数の内訳 投棄量の内訳

795件, 
29%

688件, 
25%

237件, 9%

191件, 7%

209件, 7%

46件, 2%

587件, 
21%

通常無人の土地（森林、農用地、原野、河川又は海岸） 1,738件、 12,098,185 t
通常有人の土地（住宅地、工業用地または業務用地） 428件、 1,277,386 t
その他 587件、 2,961,289 t
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649件, 24%

534件, 19%

542件, 20%

207件, 
8%

9,件 0%

347件, 13%

13件, 0%

57件, 2%

43件, 2%

103件, 4%

44件, 2% 81件, 3%

1,326,894t, 8%

2,890,559t, 18%

4,564,062t, 28%

1,680,166t, 
10%

154,941t, 1%

2,047,678t, 13%

1,016,865t, 6%

1,158,807t, 7%

559,502t, 3%

300,927t, 2%

227,745t, 1%

214,064t, 1%

（建設系）木くず

（建設系）がれき

建設混合廃棄物

（建設系）廃プラスチック類

（建設系）汚泥

廃プラスチック類

廃油

汚泥

燃え殻

金属くず

ガラス・陶磁器くず

木くず

鉱さい

ゴムくず

動植物性残渣

動物のふん尿

繊維くず

ばいじん

廃アルカリ

特管

産廃を処分するために処理したもの

不明

廃酸

獣畜・食鳥に係る固形状の不要物

紙くず

動物の死体

視点４ 代表的な廃棄物の種類

平成19年度末までの残存事案

投棄件数の内訳 投棄量の内訳

非建設系廃棄物
812件、 5,720,237 t

建設系廃棄物
1,941件、 10,616,622 t

建設系廃棄物
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処理業者が行った事例

産業廃棄物収集運搬業（木くず、がれき類、汚泥、廃プラ等８品

目）、処分業（木くず等の焼却、がれき類の破砕）の許可を取得し、産
業廃棄物の処理を行っていたＢ社は、平成２年頃には、中間処理施
設の敷地内に、約８０，０００ ｍ３の建設系産業廃棄物を堆積させた。

市は、数十回にわたり行政指導を行ったが、Ｂ社は撤去指導に従う
と主張しつつ、敷地内での堆積と並行し、隠蔽目的で隣接地に覆土
しながら産業廃棄物をさらに埋め立てていた。

平成１６年３月に不法投棄事案として発覚。平成１７年に有罪が確
定（法人：罰金刑１億円、実質的経営者：懲役刑３年８ヶ月、罰金１千
万円）。

排出事業者が行った事例

解体業者Ｈ社は、平成８年頃から他社の解体単価の７～８割の安価
で解体を請け負い、解体に伴い発生した建設系廃棄物を自己所有地
（自宅の敷地と親戚所有の近隣農地）で保管し、県からの再三にわた
る指導を無視。

保管している廃棄物の撤去に応じないため、県は、平成１８年７月に
全量撤去を命じる措置命令を発出。

同月に県警が行為者を不法投棄で逮捕（平成１９年５月に有罪確
定。懲役刑２年・執行猶予３年、罰金刑１００万円）

不法投棄の現場
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産業廃棄物収集運搬業、産業廃棄物処分業を取得して
産業廃棄物の処理を行いながら、自ら解体業を行ってい
たＧ社は、平成元年頃から解体業から発生した自社廃棄
物と処理業として受託した産業廃棄物を、平成１１年頃か
ら、中間処理施設敷地内に保管し、徐々に堆積させた。

処理業者が行った事例
産業廃棄物収集

運搬業、産業廃棄
物処分業、特別管
理産業廃棄物処分
業等の許可を取得
し、産業廃棄物の処
理を行っていたＥ社
は、平成８年頃か
ら、処理しきれない
廃油等を滞留させ
はじめた。

無許可業者が行い、土地所有者が関与した事例

Ｍ産業は、平成１６年頃から、借りた複数の倉庫に、硫酸ピッチ、ス
ラッジ、廃タイヤ、建設系混合廃棄物、廃プラスチック類等の大量の
産業廃棄物を搬入。廃タイヤ等の一部を売却して有価物と偽装し、
硫酸ピッチやスラッジを、大量の廃タイヤ等で覆い隠蔽を図っていた
が、平成１７年に発覚、有罪確定（懲役刑４年１０ヶ月、罰金刑５００万
円）。硫酸ピッチについては行政代執行により撤去。

倉庫所有者の一部は、廃棄物を搬入していたとは知らなかったと主
張して、県も、行為者に加担した明確な事実の確認ができないため、
倉庫所有者に措置命令を発出していない。

県は、頻繁に行政指導を行ったが、平成１３年には廃油類
が入ったドラム缶等が２０００本を超える状況となった。

その後平成１４年にＥ社取締役（行為者）が死亡し、Ｅ社も
破産したため、大量の廃油等が放置されたまま現在に至っ
ている。

産業廃棄物処理業者及び排出事業者
が行った事例

県は改善命令
を発したが、履
行せず、許可が
失効。平成１８
年夏には、堆積
廃棄物から火災
が発生し、現在
も燻焼している。
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廃棄物＝不要なもの

環境負荷等の悪影響

産業廃棄物の構造的問題

処理コスト負担の動機付けがない
↓

安かろう悪かろうの処理
↓

悪貨が良貨を駆逐
（優良業者が市場の中で優位に立て

ない）

無責任状態での経済原則

不法投棄など不適正処理の横行
↓

産業廃棄物に対する
国民の不信感の増大

↓
処理の破綻

廃棄物＝不要なもの

将来世代にわたる
健康で文化的な生活の確保

排出事業者が最後まで責任を持つ
↓

確実かつ適正な処理
↓

排出事業者が優良業者を選択
（悪質業者が市場から淘汰される）

自己責任が伴う中での経済原則

安全･安心できる適正処理の実現
↓

産業廃棄物に対する
国民の信頼の回復

↓
循環型社会の構築

累次の廃棄物処理法改正
に基づく構造改革

○排出事業者責任の徹底
・マニフェスト制度の強化
・原状回復命令の拡充

○不適正処理対策
・処理業者･施設の許可要件

の強化
・罰則強化

(懲役５年､罰金１億円)

○適正な処理施設の確保
・廃棄物処理施設設置手続きの

強化・透明化
・優良な施設整備の支援
・公共関与による補完

（廃棄物処理センター）

構造を転換

ＰＰＰ（汚染者負担原則）
に基づくあるべき姿

産業廃棄物処理の構造改革
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排出事業者が、事業活動に伴い生じた廃棄物を自ら保管する場合は、大きく考
えて以下の場合に分けられる。

自ら保管する場所

排出事業者の事業所の構内

排出事業者の事業
所の構外

自社の資材置場

その他

■ 保管場所
① 周囲に囲いが設けられていること、

② 見やすい箇所に、産業廃棄物保管場所であること・保管する産業廃棄物の種類・管理者の氏名と連絡先など
を表示した縦横60センチ以上の掲示板を設けること

■ 飛散流出等の防止措置
① 汚水が生じるおそれがある場合、排水溝等の設備を設け、底面を不浸透性の材料で覆うこと
② 屋外で容器を用いず保管する場合、一定の高さを超えないようにすること

■ 衛生管理
ねずみ・蚊・はえ等の害虫が発生しないようにすること

■ 収集運搬・処分に伴い保管する場合、数量制限
収集運搬に伴う保管：１日当たりの平均的搬出量の７日分の数量を超えないこと
処分に伴う保管：処理施設の１日当たりの処理能力の14分の数量を超えないこと

排出事業者は、産業廃棄物処理基準、産業廃棄物保管基準に従い、
生活環境保全上支障のないように保管しなければならない。

排出事業者が自ら保管を行う場合
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事例２

解体業を営むＢ社が、解体工事に伴い生じた建設
系廃棄物を約３年にわたり、購入した山林に不適正
に保管した（約７０００ｍ３、面積約１８００㎡、高さ約
１０ｍ）。

廃棄物の飛散・流出、崩落、木くず等の発火（内部
温度が６０℃以上になっている）などのおそれがあ
る。

事例１

土木建設業かつ解体工事業を営むＡ社が、家屋
解体工事等に伴い生じた建設系廃棄物を約７年
間にわたり、自社の資材置場に不適正に保管（約
３５００ｍ３、面積８５０㎡、高さ１０ｍ） 。

廃棄物の飛散・流出、木くず等の発火、硫化水素
の発生などのおそれがある。

排出事業者による廃棄物の不適正保管



① 廃棄物処理業者
② 事業活動に伴い生ずる産業廃棄物を処理するために許可施設を設置している排出事業者
③ 事業活動に伴い生ずる特別管理産業廃棄物を処理する排出事業者

帳簿義務の対象者

廃棄物の適正な処理を確保するため、廃棄物処理業者と一定の排出事業者は、事業場ごとに、その日行った処
理について帳簿を記載し、５年間保存しなければならない。
帳簿の備付け違反、未記載、虚偽記載、保存義務違反については、30万円以下の罰金の対象となる。

帳簿は、行政が立入検査に入った際に重要な証拠書類となる。

概要

行う処理の種類 記載事項（産業廃棄物の種類毎）

運搬 ①運搬年月日、②運搬方法、運搬先ごとの運搬量、③積替保管を行う場合はその場所ごとの搬出量

運搬の委託 ①委託年月日、②受託者の氏名・住所・許可番号、③運搬先ごとの委託量

処分 ①処分年月日、②処分方法ごとの処分量、③処分後の廃棄物の持出先ごとの持出量

処分の委託 ①委託年月日、②受託者の氏名・住所・許可番号、③受託者ごとの委託の内容・委託量

排出事業者の帳簿記載事項（現行法上の上記②③の排出事業者）

排出事業者

産業廃棄物処理業者産業廃棄物を自ら処理する場合
特別管理産業廃棄物
を自ら処理する場合

委託して処理する場
合許可施設を設置して

いない場合
許可施設を設置して

いる場合

マニフェスト × × × ○ ○

帳簿 × ○ ○ × ○

立入検査等の際に証拠となる物件

帳簿について
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建設廃棄物適正処理の徹底については、自ら処理における適正処理の実施を確保するとともに、無許可業者
への委託を防止することが不可欠である。

廃棄物処理法上は、産業廃棄物の処理に関して、排出事業者が責任を負うこととされており、建設工事等にお
いては原則として元請業者が排出事業者とされているが、契約形態によっては、元請業者及び下請業者が排出
事業者に該当することもある。中にはこれを悪用して、本来排出事業者責任のないものが自ら処理をすると称し
て許可を取得せずに不適正な処理を行うことがあり、それが問題であるとする意見がある。

また、無許可業者への処理委託等による不適正な事例も問題とされている。

元請業者から
下請業者への
工事委託方式

＜原則＞
委託

＜例外＞
全部又は独立した一部を一括委託

排出事業者
となる者

元請業者

元請業者が自ら総合的に
企画、調整及び指導を

行っていると
認められないとき

元請業者が自ら総合的に
企画、調整及び指導を

行っていると
認められるとき

下請業者 元請業者と下請業者

下請業者が行う
処理の位置づけ

委託処理 自ら処理 自ら処理

下請業者の
処理業許可

必要 不要 不要

元請業者から下請業者へ工事を委託する場合の
委託方式の違いによる廃掃法上の取扱い

元請業者

下請業者

工事委託

自ら処理

建設工事の発注者

金銭

廃棄物処理

■ 建設工事における事例

委託処理

出典「建設リサイクル制度の施行状況の評価・検討について とりまとめ」

建設廃棄物の不適正処理が発生するメカニズム

※ なお、平成18年に改正された建築士法等の一部を改正する法律により、共同住宅を
新築する建設工事における一括下請は、建設業法上禁止されている。

現場で排出事業者の特定が困難となるケース
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事業者は、その事業活動に伴って生じた産業廃棄物を自らの責任に
おいて適正に処理しなければならない。

原則

自ら処理を
行場合

処理基準の遵守義務適正な処理を行うこと

委託基準の遵守義務

委託相手が適切な者か
確認すること

他人に委託
して処理を
行う場合

委託契約を適正に締結
すること

処理が適正に
行われたことを
確認すること

処理の流れを把握し
最終処分の終了まで

確認すること

マニフェスト制度の
遵守義務

処理の内容が適正
なものであったか

確認すること
－

産業廃棄物の処理に関する排出事業者の責任について
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排出事業者は、産業廃棄物の収集運搬又は処分を委託する時は、以下の基準に
従わなくてはならない。

■ 運搬については収集運搬業者、
処分については処分業者に
それぞれ委託すること。

排出
事業者

収集運搬
業者

処分業者
運搬の委託

処分の委託

■ 委託しようとする処理が、その事業の範囲に含まれる者に委託すること。

■ 委託契約は、以下の条項を含み、書面で行い、５年間保存すること。

● 委託する産業廃棄物の種類・数量
● 運搬の最終目的地所在地
● 処分の場所の所在地、方法、施設処理能力
● 委託契約の有効期間
● 委託者が受託者に支払う料金
● 受託者が許可業者の場合はその事業範囲
● 積替保管を行う場合はその場所の所在地、

保管できる廃棄物の種類、保管上限

● 委託者の有する以下情報と、その情報が変更した場合の
情報伝達方法
◆ 産業廃棄物の性状・荷姿
◆ 通常の保管状況下での腐敗、揮発など性状の変化
◆ 他の廃棄物と混合することにより生ずる支障
◆ 取扱う際に注意すべき事項

● 受託業務終了時の委託者への報告に関すること
● 契約解除時の処理されない産業廃棄物の取扱い

■ 委託契約書には、以下の書面を添付すること。

○ 受託者が、他人の産業廃棄物の処理を業として行うことであって、委託しようとする産業廃棄物の処理が、その
事業範囲に含まれることを証する書面（許可証の写し、認定証の写しなど）

産業廃棄物の処理を委託する際の基準
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廃棄物の処理の流れを把握することにより、不法投棄等に不適正処理を防止し、排出
事業者責任に基づく適正な処理を確保すること。

趣旨

事業活動に伴い産業廃棄物を排出する事業者（中間処理業者を含む。）に対して、その
産業廃棄物の処理を他人に委託する場合に、委託内容どおりに適正に処理されたこと
を、マニフェスト（産業廃棄物管理票）を交付し、最終処分まで確認することを義務付ける
もの。

概要

マニフェスト交付者（排出事業者・中間処理業者）は、
① マニフェストを一定期間内に受け取らないとき
② 受け取ったマニフェストが、必要な記載事項を欠き、または虚偽記載があるとき

は、適切な措置を講じなければならない。

・生活環境保全上の支障の発生の防止及び支障の除去に必要な措置を講ずること
・その講じた措置の内容を都道府県知事に届け出ること

講ずべき適切な措置

マニフェスト制度について
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保管票保管票保管票保管票

処分終了票

最終処分業者

情報処理センター

収集運搬業者中間処理業者収集運搬業者排出事業者

⑤ 運搬終了報告
② 運搬終了報告

① 一次マニフェスト登録 ⑥ 最終処分終了報告

②③⑥の通知

④ ２次マニフェスト登録③ 中間処理報告
⑤⑥の
通知

電子マニフェスト

紙マニフェスト

最終処分終了票

処分終了票
処分終了票

運搬終了票処分終了票運搬終了票

最終処分終了の記載

最終処分終了票の送付

最終処分業者収集運搬業者中間処理業者収集運搬業者排出事業者

写

写

写 写

写

写

写

最終処分終了票

マニフェストの流れについて
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○ 紛失・破棄のおそれがない（センターが一括保存）
○ 記載漏れが防止できる
○ 登録後の情報改ざん、偽造がなされにくい
○ 迅速かつ正確な情報整理が可能
○ 事務費用が軽減できる

○ 電子マニフェスト導入時の初期コストがかかる
○ 尐量・尐頻度排出事業者にとっては、コスト増
○ そもそもマニフェスト違反を企図する場合は、防止

できない（紙マニフェストも同様）

利 点 課 題

料金区分 Ａ料金（税込） Ｂ料金（税込） Ｃ料金（税込）
（尐量排出事業者団体加入）

加入料

基本料（年額）

登録料（１件）

メリットがでる年間登録件数

５，２５０円

２，６２５０円

１０．５円

５０９件以上

３，１５０円

２，１００円 （４０件まで）

６３円 （４１件から）

３４ ～５０８ 件

３，１５０円

不 要

６３円

３３件以下

電子マニフェスト制度の特徴、費用について
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利用料金体系（排出事業者）

利用件数30件 利用件数100件 利用件数500件

登録 登録・送信確認 ：３分／件 90分（30件×３分） 300分（100件×３分） 1500分（500件×３分）

処理終了確認
・運搬終了の通知確認：１分／件
・中間処理終了の通知確認：１分／件
・最終処分終了の通知確認：１分／件

90分
（30件×１分×３）

300分
（100件×１分×３）

1500分
（500件×１分×３）

伝票の保管 不要 ― ― ―

人件費 時給1000円×年間作業時間 1000×3（90分×2） 1000×10（300分×2） 1000×50（1500分×2）

利用料金 加入料、基本料、登録料
5040円

（3150＋63×30）

9030円
（3150＋2100

＋63×（100-40））

34230円
（3150+2100+

63×（500-40））

総コスト ３時間、８０４０円 １０時間、１９０３０円 ５０時間、８４２３０円

年間のマニフェスト利用件数ごとの費用の試算

（筆記用具やパソコン、通信費は除く。）



■ システムを改善し（通信高速化、大量処理
化、迅速化など）、新システムへ移行
■ 運用ルールを改善し、利便性を向上

１． 電子マニフェストシステムの改善

■ 料金体系を見直し、尐量排出事 業者が
取り入れやすい料金体系を新たに導入
■ 加入時の事務手続の簡素化

■ 行政への各種報告の作成を支援するシス
テムを構築
■ 加入処理業者情報の検索システムの提供

２． 加入者に対するサービスの向上

■ 関係省庁、地方公共団体と連携し、公共工事等における
活用を促進
■ ＡＳＰ事業者との連携

３． 関係者との連携強化

■ 業界団体、地方公共団体等と共同でモデル事業を実施
■ 導入の利点を定量化し、広く情報提供

■ 普及啓発促進ツール（ビデオ、小冊子、ポスター、ガイド
ブック）の開発、提供

４． 普及啓発活動の強化

■ 加入料が無料となる普及促進キャンペーンの実施

■ 業界団体、地方公共団体等と連携した説明会等の推進
キャンペーンの実施

５． キャンペーン等の実施

マニフェストに関する附帯決議 平成１７年法改正（第１６２回国会）
衆議院環境委員会（平成十七年四月八日）

産業廃棄物の不適正処理事案に迅速に対応するため、電子マニフェストの義務化も視野に入れつ
つその普及拡大をする方策を検討すること。

また、利用者に対するインセンティブの付与、公共工事等における電子マニフェストの活用促進、モ
デル事業の計画的実施などを含む普及拡大策を早急かつ積極的に実施すること。

電子マニフェストについて講じてきた普及促進策
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１）電子マニフェスト加入状況の推移

２）排出事業者業種区分（加入者数の構成比） ３）月別電子マニフェスト登録状況

（平成21年6月30日現在 ）

年度 加入者数

加入者数の内訳
マニフェスト
年間登録件数

普及率
排出事業者

収集運搬
業者

処分業者

平成18年度
7,784 4,083 1,921 1,780

2,388,069 5%
(100%) (52%) (25%) (23%)

平成19年度
30,705 23,164 4,300 3,241

4,076,448 9%
(100%) (75%) (14%) (11%)

平成20年度
43,493 33,718 5,775 4,000

4,076,448 14%
(100%) (78%) (13%) (9%)

平成21年度
47,410 36,740 6,392 4,278

1,778,946 -
(100%) (77%) (13%) (9%)

電子マニフェストの普及状況
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サービス業
(他に分類されないもの）

2%

卸売業、小売業
4%

その他
5%

製造業
6%

建設業
7%

医療・福祉
76%

※四捨五入の関係で合計が
100%とならない年度がある
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（政令市数）（許可件数）

都道府県産廃 都道府県特管 政令市産廃

政令市特管 政令市数

※平成18年４月以前は保健所設置市

産業廃棄物処理業許可件数の推移

38



52380

25712

9618

4869
3013 1891 1334 950 763 579 459 395 323 247 1544

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15以上

産
業
廃
棄
物
収
集
運
搬
事
業
者
数

取得許可数

835

288

158
72 54 35 20 14 10 9 10 11 7 5 4 2 4 6

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

15～

19

20～

24

25～

29

30～

34

35～

39

40～

44

45～

49

50～

54

55～

59

60～

64

65～

69

70～

74

75～

79

80～

84

85～

89

90～

94

95～

99

100

以上

39

産業廃棄物処理業の許可件数

収集運搬業 処分業

積替あり 積替なし
計

中間処理 最終処分 中間・最終
計

産廃
特管
産廃

産廃
特管
産廃

産廃
特管
産廃

産廃
特管
産廃

産廃
特管
産廃

都道府県 9201 977 122423 11845 144446 8869 539 422 29 606 24 10489

政令市 2386 390 109782 11557 124115 3026 285 107 21 125 4 3568

全国計 11587 1367 232205 23402 268561 11895 824 529 50 731 28 14057

（産業廃棄物行政組織等調査報告書 平成１７年度実績より）

■産業廃棄物収集運搬事業者の許可取得件数
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（件）

法第１５条の３による取消処分

（産廃処理施設許可の取消）

法第１４条の６による取消処分

（特管産廃処理業許可の取消）

法第１４条の３による取消処分

（産廃処理業許可の取消）

１．平成12年の廃棄物処理法改正により、同年10月から廃棄物処理業及び処理施設の許可の
取消し等の要件が追加されるなどの規制強化措置が講じられた。

２．平成15年の廃棄物処理法改正により、同年12月から廃棄物処理業者及び処理施設設置者
が許可の欠格要件に該当した場合に、取消しが義務化された。

廃棄物処理法に基づく許可取消件数の推移
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処理業を的確に、かつ継続して行うに足りるものであること

① 廃棄物が飛散・流出し、悪臭が漏れるおそれのない運搬施設を有すること
② 積替施設を有する場合、廃棄物が飛散・流出・地下浸透し、悪臭が漏れるおそれ

のないように必要な措置を講じた施設であること

① 廃棄物の種類に応じ、その処分に適する処理施設を有すること
② 保管施設を有する場合には、廃棄物が飛散・流出・地下浸透し、悪臭が漏れる

おそれのないように必要な措置を講じた施設であること

１ 事業に用いる施設

収集運搬業

処分業

処理業を的確に、かつ継続して行うに足りるものであること

① 収集運搬又は処分を的確に行うに足りる知識・技能を有すること
② 収集運搬又は処分を的確に、かつ継続して行うに足りる経理的基礎を有すること

２ 申請者の能力

申請者が、欠格要件に該当しないこと

３ 欠格要件

産業廃棄物処理業の許可の基準
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平成３年改正

適正処理の確保のためには廃棄物処理業者の質の向上が必要

許可申請者の能力について、技術的要件だけでなく、資力要件も考慮できることとした

現行の経理的基礎の考え方

 事業の開始に要する資金の総額、その資金の調達方法を記載した書面などの内容を審査し、経理的基礎を有
するか否かを判断する。
 廃棄物処理業以外の事業を兼業している場合、できる限り廃棄物処理部門における経理区分を明確にする。

 事業を的確かつ継続して行うに足りる経理的基礎を有すると判断するためには、利益が計上できていること又
は自己資本比率が１割を超えていることが望ましい（尐なくとも債務超過の状態でないことが相当）。

 経理的基礎を有さないと判断する場合は、金融機関からの融資の状況を証明する書類、中小企業診断士の診
断書等を必要に応じ提出させ、また、商工部局、労働経済部局等の協力も求めるなどして、慎重に判断する。

経理的基礎について

事業の開始・継続に必要とされる一切の資金をいい、資本金の額のほか、事業の用に供する施設の整備に要
する費用、最終処分場の埋立終了後の維持管理に要する費用、損害賠償保険の保険料などが含まれる。

① 申請事業の開始に要する資金の総額の資料

資本金の調達方法、借入先、借入残高、年間返済額、返済期限、利率など資金の調達に関する一切の事項を
記載したもの。

利益をもって資金に充てるものについてはその見込み額を記載したもの。

② 申請事業の開始に要する資金の調達方法を記載した書類

直前３年の、
各事業年度の賃借対照表、損益計算書、
法人税の納付すべき額、納付済額を証する書類
（確定申告書の写し・納税証明書）

③ 申請者が法人の場合

資産に関する調書、
直前３年の

所得税の納付すべき額、納付済額を証する書類
（確定申告書の写し・納税証明書）

③ 申請者が個人の場合

経理的基礎の判断のため許可申請書に添付する書類
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① 周囲に構造耐力上安全な囲いが設けられた場所であること
② 保管場所の掲示板を設置し、必要な事項（※）を表示していること

（※ 保管する廃棄物の種類、保管場所管理者の氏名・名称・連絡先、屋外で容器を用いずに保管する場合は
積み上げられる高さの上限）

１ 保管場所

汚水が生ずるおそれがある場合は、水質汚染を防止するために必要な排水溝等の設備を設
け、底面を不浸透性の材料で覆うこと

屋外で容器を用いずに保管する場合に飛散流出や崩落等のおそれが生じないよう、保管の
場所の囲いの状況に応じた積上げの高さが、高さ基準を超えないようにすること

廃棄物の飛散・流出、地下浸透、悪臭発散を防止するため必要な措置を講ずること

２ 保管場所からの廃棄物の飛散流出等の防止

公共の水域・地下水の汚染防止

廃棄物の積上げ高さの制限

その他必要な措置

囲いに接することなく廃棄物を保管する場合の高さ基準 囲いに接して廃棄物を保管する場合の高さ基準
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廃棄物の処分等を行うに当たり保管を行う場合の基準①



ねずみ、蚊、はえその他の害虫が発生しないようにすること

３ 公衆衛生上の管理

適正な処分等を行うためにやむを得ないと認められる期間を超えないこと

４ 保管期間の制限 （産業廃棄物）

産業廃棄物の処分等を行うための保管と称した過剰保管を防止するため、処分等の
ための保管数量が、原則として、処理施設の一日当たりの処理能力の１４日分を超えな
いこと

５ 保管数量の制限 （産業廃棄物）

産業廃棄物の処分等の方法は、その産業廃棄物の種類、性状等に応じて、
脱水、乾燥、焼却、油水分離、中和、破砕、コンクリート固化、ばい焼、分解、溶融、洗浄、分離等
多種多様にある。

適正な処分等を行うために必要となる保管の期間は、こうした処分等の方法や処理施設の処理
能力によって異なるものであるため、一律に保管期間を規制するのではなく、処理施設の処理能力
に応じて、保管数量の上限を個々に定めることとされている。
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廃棄物の処分等を行うに当たり保管を行う場合の基準②



焼却施設において廃プラスチック類を保管する場合の例

汚水が生ずるおそれがあ
る場合は排水溝を設ける
などの対策を講じるととも
に、底面を不透水性の材
料で覆うこと

積み上げる高さ
が制限を超えな
いこと

保管数量が処理施設の一日
当たりの処理能力の14日分を
超えないこと

安全な囲いが設
けられた場所で
あること

見やすい場所に掲示板
を設けること

・廃棄物の種類
・保管場所の管理者氏名
・連絡先
・最大保管高さ
・最大保管数量

縦横それぞれ60cm以上

害虫が発生しないように
すること

廃棄物の飛散・流出、地下浸透、悪
臭発散を防止するために必要な措
置を講ずること

保管期間は、適正な処分等を行うた
めにやむを得ないと認められる期間
を超えないこと

中間処理施設における保管のイメージ
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